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【Abstract】
In Japan, accounts statements for central government have recently been improved. There are 
requirements balance sheets, operating cost statement, and cash flow statement based on business 
accounting. The object of this study is to review the usefulness government financial statement, a 
business type statement based on the accrual accounting, and to provide an analysis on accounts system 
of Japanese central government.
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1.　は じ め に
　政府の予算書や決算書は現金主義に基づき経理
された数値で記載されるため，予算書や決算書か
らは資産や負債といった国富に関する情報が読み
取れないといった問題が指摘されていた。
　そこで，財政情報の充実を図るべく，平成 12
年の「国の貸借対照表（試案）」のとりまとめを
経て，17 年（15 年度決算分）から毎年，企業会
計でみられるような発生主義に基づく財務諸表が
「国の財務書類」として作成，公表されている。
　財政制度等審議会財政制度分科会法制・公会計
部会によって示された「公会計に関する基本的考
え方」に従えば，「国の財務書類」は，①議会に
よる財政活動の民主的統制，②財政状況等に関す
る情報開示と説明責任の履行，③財政活動効率
化・適正化のための「財務情報」の提供，の 3点
を目的に作成されている 1）。しかしながら，初の
作成から約 10 年が経過しようとしている現在，
これら 3つの目的が十分に果たされているとは言
い難いというのが一般的な評価である。
　そこで，本稿では，「国の財務書類」において
開示されている財政情報の内容をレビューしたう
えで「国の財務書類」の課題を明らかにし，「国
の財務書類」の新たな活用方策について考察する。
2.　国の財務書類の内容
　「国の財務書類」は，図表 1のように，対象と
する会計範囲の違いにより一般会計と特別会計が
合算された計数を基に作成される①国の財務書類
（一般会計・特別会計合算），一般会計のみの計数
を基に作成される②一般会計財務書類，①に加え
各省庁の実施している業務と関連する事務・事業
を行っている特殊法人や独立行政法人等を連結し
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た③連結財務書類の 3つに分けられる。また，こ
の 3種類の財務書類はそれぞれ，①貸借対照表，
②業務費用計算書，③資産・負債差額増減計算書，
④区分別収支計算書，⑤附属明細書から構成され
ており，図表 2は各財務書類の種類と内容につい
てまとめたものである。
3.　国の財務書類の現状と課題
　先に述べたように「公会計に関する基本的考え
方」に従えば，「国の財務書類」は，①議会によ
る財政活動の民主的統制，②財政状況等に関する
情報開示と説明責任の履行，③財政活動効率化・
適正化のための「財務情報」の提供，の 3点を目
的として作成されている。また，財政制度等審議
会が示した「公会計整備の一層の推進に向けて〜
中間取りまとめ〜」の中では，「国の財務書類」
から得られる情報の活用として，マクロ面の活用
とミクロ面の活用が挙げられている。マクロ面の
活用とは，決算委員会等の国会の審議において
「国の財務書類」の計数を用いた質疑を行うこと
であり，ミクロ面の活用とは，各省庁単位や政策
単位レベルでの財政活動の効率化・適正化を図る
ことであるとされている 2）。
　こうした目的や活用が達成できていないとする
見方には，次節で述べる「国の財務書類」が抱え
る問題点がその背景にある。以下では，指摘され
ている問題点とそれら問題に対する現在までの取
り組みを整理し，さらに，未だ残る課題について
検討する。
3.1.　財務情報に関する問題
　「国の財務書類」によって開示される財政情報
（以下，「財務情報」という。）は，従来の予算書
や決算書等の既存の財政情報と大きく異なるため
に，国民や従来の財政情報に馴染んでいる関係者
に対して，どう分かりやすく説明するかが作成当
初より議論されてきた。財政制度等審議会
（2007）においても「様々な媒介を通じて，わか
りやすい説明に努めるべき」3）と指摘されている。
　財務書類上の財務情報に対する説明としては，
「国の財務書類」の作成当初より，「国の財務書類
の概要」や「国の財務書類ガイドブック」などの
説明資料が付随してつくられている。これらの説
図表 1　国の財務書類の構成 図表 2　財務書類の内容
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財務諸表の書類 内容
①貸借対照表
国に帰属する資産及び負債の内容を明
らかにするもの
資産と負債の差額は「純資産」ではな
く単なる「差額」としている
②業務費用計算書
国の業務実施に伴い発生した費用を明
らかにするもの
企業会計上の損益計算書の費用部分に
相当するもの
③資産・負債差額増減
計算書
資産と負債の差額の一会計年度におけ
る増減要因を明らかにするもの
企業会計上の損益計算書の収益部分と
株主資本等変動計算書に相当する
④区分別収支計算書
国の財政資金の流れを区分別に明らか
にするもの
企業会計上のキャッシュ・フロー計算
書に相当するもの
⑤附属明細書 上記①〜④の内容を補足するもの
（出所）財務省主計局「国の財務書類ガイドブック（21 年度）」
より作成。
（出所）財務省主計局「国の財務書類ガイドブック（21 年度）」
より抜粋。
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明資料では，当該年度の財務情報の特徴がカラー
や図を用いて視覚的にわかりやすく記述され，予
算書や決算書等の財政情報と「国の財務書類」に
よる財務情報との計数の違いなどが解説されてい
る。
　ただし，こうした説明用のパンフレットで提示
される金額は，「国の財務書類」から抜粋した主
要な項目の単年度の総額のみであり，一覧性では
優れているものの，経年比較に際し金額の増減要
因についての把握が難しいといった問題が指摘さ
れていた。そこで，前年度との比較による増減要
因の解説が付記された「国の財務書類のポイン
ト」が 23 年度から作成されることとなった。
　26 年度「国の財務書類のポイント」をみると，
例えば，費用項目の一つである社会保障給付費
46.6 兆円（対前年度比＋ 0.1 兆円）については，
「受給者増加による基礎年金給付費の増加等によ
り 0.1 兆円増の 46.6 兆円となりました。なお社会
保障関係費は，『社会保障給付費』だけでなく，
『補助金・交付金等』にも 28.4 兆円（平成 25 年
度は 27.6 兆円）含まれています。」との説明があ
る。このように増減要因が説明されることにより，
「国の財務書類」に記載されている財務情報の意
味も分かりやすくなってきたことは確かといえる。
　ただし，国立社会保障・人口問題研究所の統計
による厚生労働省推計の 26 年度社会保障給付費
は 115.2 兆円であるため 4），従来の財政情報に馴
染んでいる関係者への説明としては不備が残る。
すなわち，「社会保障給付費」のような従来の財
政情報と混同されやすい項目については，SNA
統計上の数値なども併せて記載するような工夫が
必要であろう。
　また，資産項目である有価証券の 139.5 兆円
（対前年度比＋ 10.2 兆円）の増減要因の説明とし
て「為替介入（円売り・外貨買い）により取得し
た外貨証券は，円安の進行（平成 25 年度末，1
ドル 104 円→平成 26 年度末 1 ドル 118 円）によ
る為替換算差益等により 9.6 兆円増の 128.7 兆円
となりました。」との記載があるが，外貨証券の
取得は外国為替資金証券を発行して行うので，外
貨準備の評価は負債である外国為替資金証券がど
のように増減したかを併せて記述する必要がある。
　以上のように，財務情報に対する説明努力は認
められるものの，開示情報に対する工夫の余地が
残っていることも事実である。
　また，「国の財務書類のポイント」におけるこ
のような増減要因の説明は 25 項目ある資産のう
ち 5項目，16 項目ある負債のうち 4項目，27 項
目ある費用のうち 4 項目と，限定的なものに留
まっており，今後は，全ての項目についての解説
も検討すべきである。
3.2.　公表時期の早期化に関する問題
　「国の財務書類」の作成基準は，企業会計に準
拠しているものの，実際の作成作業は歳入歳出決
算の計数確定後に決算の計数を組み替えて行われ
る。国の出納整理期限 5）は，主計簿の締め切り
という意味で会計年度経過後 4月から 7月末まで
の約 4か月間があてられており，「国の財務書類」
の作成作業は主計簿の締め切りを待って翌年度 8
月以降から開始するのが通例となっている。この
ため，「国の財務書類」（一般会計・特別会計合算）
の公表時期は歳入歳出決算と比べて大幅に遅れる
ため，適時性や速報性に問題があるとされてき
た 6）。
　そこで，歳入歳出決算と財務書類の作成を同時
に行うことを目的とする官庁会計システム
（ADAMSⅡ）の開発が進められ，24 年度から運
用されている。これにより，従来は当該会計年度
の翌翌年度 5月に公表されていたものが，23 年
度決算分からは当該会計年度の翌年度 1月に公表
されるようになった。
　国の財務書類（一般会計・特別会計合算）の公
表時期は従来に比べて 4か月程早められることに
なったが，ADAMS Ⅱの開発において参考とさ
れた会計システムを導入している東京都では，
「国の財務書類」よりも 4か月程早く公表できて
いることから，更なる早期化を求める意見がある。
　国の財務書類（一般会計・特別会計合算）の公
表が東京都よりも遅れる理由としては，ADAMS
Ⅱと物品管理簿等の各種台帳とのリンクの不備に
あるとされている 7）。しかし，法制上の作成と国
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会への報告の義務がある特別会計分のみの財務書
類は会計年度経過後の翌年度 10 月末に各省庁か
ら財務省に提出され，11 月中には会計検査院に
送付されている。一般会計と特別会計の合算分の
財務書類がADAMSⅡと各種台帳のリンクの不
備という理由だけで，特別会計分の財務書類の作
成から 2か月程，公表が遅れることには疑問が残
る。また，出納整理期限は 7月末であるが，現金
収支の出納に限れば 5月末には日銀の受入や支払
を含めて完了するため，5月末時点の計数を国の
財務書類の基数とすれば，さらに公表を早めるこ
とができる。いずれにせよ，次年度予算の概算要
求が 8月頃から始まることを考えれば，現在の 1
月の公表では予算編成に前年度の財務情報を活用
することは難しいといった課題がある。
3.3.　政策との関連性に関する問題
　「国の財務書類」は，会計別，省庁別・組織別
といった単位での開示に留まり，政策単位での開
示が行われていないために，「公会計に関する基
本的考え方」で示された③財政活動効率化・適正
化のための利用には限界があるとされてきた 8）。
　そこで，「国の財務書類」の業務費用計算書の
セグメント情報として，「政策別コスト情報」が
21 年度決算分から作成されている。「政策別コス
ト情報」は，各省庁の「業務費用」を対応する政
策評価体系上の個々の各「政策」や「施策」をセ
グメントとして区分したものである。なお，人件
費や物件費等の複数の政策にまたがる共通経費は，
各事業を担当する人員等の割合で按分して政策別
に配分される。
　「政策別コスト情報」は，政策別に費用の全体
像を把握し，経年変化や他事業との比較を通じて
財政の効率化を促すものと説明されている。しか
し，各省庁の政策体系は，「政策→施策→事業」
という 3段階で構成されており，政策の目標や達
成度の設定においては，「政策」や「施策」レベ
ルではなく，実際には「事業」レベルでの設定が
必要となる。
　したがって，行政活動の実態をより正確に把握
するためには，「事業」レベルでの財務情報が必
要となるが「政策別コスト情報」は「政策」及び
「施策」レベルの財務情報に留まるため，政策の
立案に関するような管理会計的利用としては，開
示情報が不十分であるといった課題が残っている。
　このように「国の財務書類」は，財務情報に対
する説明や，公表時期による政策過程のタイムラ
グ，政策との関係性といった問題があるなかで，
以上のような取組みがなされてきたところである
が，本稿で述べたような課題が残されているため
に，期待される効果が発揮されていないという評
価につながると考えられる。もっとも，このよう
な状況を招いたのには，企業会計に対する過度な
期待の中で「国の財務書類」の作成が急がれたこ
とが影響している。東（2006）は「作りやすさと
作ることが優先され，具体的な活用方法について
は作成してから検討するという本末転倒なアプ
ローチを採用しているため，活用方法が大幅に限
定されたものとなっている」と指摘する。
　ただし，「国の財務書類」の作成により国民に
対する財政情報の開示対象範囲を拡大し，ひいて
は民主的統制の確保につながることに疑問の余地
はない。すなわち，現状において「国の財務書
類」は，「公会計に関する基本的考え方」で示さ
図表 3　国の財務書類の公表時期
（出所）筆者作成。
N年度 N＋1年度 N＋2年度
N年度東京都の
財務書類公表
出納期限
N年度国の
財務書類公表
N+1 年 3 月 N+1 年 7 月 N+1 年 9 月 N+2 年 1 月
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れた 3つの目的のうち，②財政状況等に関する情
報開示と説明責任の履行を主たる目的として作成
されるべきであり，そうであるならば「国の財務
書類」を作成することによって何が新しく見える
ようになるのか，財務情報の意味を議論し，「国
の財務書類」から分析できる新たな情報に対する
説明努力を重ねるべきであろう。
4.　財務情報の意味
　「国の財務書類」から析出できる財務情報の意
味を再検討し，「国の財務書類」から分析できる
新たな情報について考察するために，以下では貸
借対照表上の資産・負債差額について検討する。
資産・負債差額の意味
　「国の財務書類」の一つである貸借対照表には，
年度末時点における資産や負債といった財務情報
が示されている。「国の財務書類」における資産
とは，資金を投下してきたことによる運用実績で
あり，負債は将来世代への負担と捉えることがで
きる。
　また資産と負債の差額については，企業会計上
は純資産とされ企業の資本部分を意味するが，
「国の財務書類」においては，企業会計のような
払込資本に関する取引がないことや損益計算の意
義が乏しいことから，企業会計と同様の位置づけ
を行わず単に資産・負債差額として一括計上され
る。資産が運用実績であり負債が将来への負担で
あるとすれば，その差額である資産・負債差額は
現在世代までの負担により賄われた将来的に活用
可能な資源（財産）といえよう。「国の財務書類」
における貸借対照表が示す財務情報の概略を示せ
ば図表 4のようになる。
　図表 4をみてもわかる通り資産額が負債額を上
回るならば，資産・負債差額は将来世代が負担な
しに活用可能な資源額を表す。このとき，例えば，
経年比較において資産・負債差額が減少している
場合は，現在世代が将来世代にとっても利用可能
であった資源を消費したことを意味し，資産・負
債差額が増加している場合は，現在世代が自らの
負担によって，将来世代も利用可能な資源を蓄積
したことを意味する。26 年度「国の財務書類」
（一般会計・特別会計）によれば，26 年度末にお
ける資産合計は 679 兆円，負債合計は 1,171 兆円
であり，資産・負債差額はマイナス 492 兆円と
図表 5　資産・負債差額の推移
図表 4　貸借対照表の内容
〈資産の部〉 〈負債の部〉
資金の留保（現金預金）
資金の外部での運用（有価証
券や貸付金等）
将来世代への負担（公債等）
運用実績としての社会資本の
形成（固定資産等）
〈資産負債差額の部〉
将来世代が負担することなし
に活用可能な資源。
（出所）大塚（2010）に加筆。
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なっている。つまり，我が国においては，現在，
負債額が資産額を上回る状態であり，これは現在
世代が負担額以上の公共サービスの提供を受けて
いる，いわば負担の先送り，「債務超過」の状態
となっていることを示す。
　図表 5は，資産・負債差額（一般会計と特別会
計の合算分）の推移をみたものである。負債が資
産を上回る「債務超過」の状況が継続し，そのマ
イナス幅が増加傾向にあることがわかる。
　「債務超過」のマイナス幅が増加していること
は将来世代への負担の先送りが増加していること
を意味することに他ならない。では，資産・負債
差額の変化からは，将来世代への負担に対する傾
向のみが分かるのか。
　例えば，資産・負債差額の増減には，当然，フ
ロー概念で考えた財政運営の結果，言い換えれば，
公債金収入や債務償還を除いた財政運営の結果も
影響を与えている。すなわち，フロー概念の財政
運営の結果と資産・負債差額を比較することで，
資産・負債差額（将来世代への負担）に対するフ
ロー概念での財政運営の影響度をみることができ
よう。
　本稿でいうフロー概念での財政運営とは，公債
や借入に係る活動を除いた活動（租税収入等と債
務償還以外の支出）として定義する。つまり，公
債や借入に係るものを除いた財政収支が資産・負
債差額の増減にどの程度寄与してきたかをみるこ
とにより，フロー概念での財政運営の影響によっ
て将来世代への負担がどの程度拡大または縮小し
てきたかについて分析することができよう。
　ただし，資産・負債差額には資産の価格変動に
よる評価差額や外国為替等の評価替えに伴う為替
換算差額が含まれるので，フロー概念の財政運営
の影響度を分析する場合には，資産・負債差額か
らそれらの要因を除く必要がある。
　そこで，本稿では「国の財務書類」の中で，資
産・負債差額増減計算書において計上される「財
源」（公債金以外の収入）と，業務費用計算書に
おいて計上される「業務費用」（債務償還以外の
費用）との差額を，フロー概念での財政運営の結
果（以下，「フロー概念の財政収支」という。）と
して算出し，それが資産・負債差額の増減にどの
程度寄与したかについて時系列での分析を行った。
　具体的には，資産・負債差額に対する「フロー
概念の財政収支」の割合（シェア）を計算し，
「フロー概念の財政収支」の増減率を乗じること
により，「フロー概念の財政収支」の資産・負債
差額の増減に対する寄与度を検証した。
　なお，抽出データは東日本大震災の影響を勘案
する必要がない 15 年度決算から 22 年度決算まで
としている。
　図表 6は分析結果である。図表 6から，資産・
負債差額の増減に対する「フロー概念の財政収
支」は，19 年度まではマイナスで寄与し，20 年
度と 21 年にはプラスの寄与，22 年度に再びマイ
ナスに寄与していることがわかる。マイナスでの
寄与とは，「フロー概念の財政収支」が資産・負
債差額としての「債務超過」（マイナス分）の減
少として影響を与えたことを意味し，プラスでの
寄与は資産・負債差額としての「債務超過」（マ
イナス分）の増加として影響を与えたことを意味
する。
図表 6　「フロー概念の財政収支」と資産・負債差額との関係
15 年度 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度
資産・負債差額に対する「フロー概念
の財政収支」のシェア（A）
0.09388 0.07581 0.05536 0.05415 0.04240 0.08202 0.13172 0.10048
「フロー概念の財政収支」の増減率（B） - -0.08696 -0.23810 -0.06250 -0.20000 1.16667 0.88462 -0.14286
「フロー概念の財政収支」の資産・負債
差額への寄与度（At-1）×（Bt）
- -0.00816 -0.01805 -0.00346 -0.01083 0.04947 0.07256 -0.01882
資産・負債差額（債務超過分）の伸び率 - 0.13061 0.04332 -0.04152 0.02166 0.12014 0.17350 0.12366
（出所）筆者作成。
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　したがって，貸借対照表上の資産・負債差額の
増加の推移からは，資産・負債差額として「債務
超過」が年々増加し，将来世代への負担が拡大し
ていることが見て取れるが，本稿の分析の結果，
公債や借入に係る活動を除いたフロー概念で考え
た財政運営は，19 年度までは将来世代への負担
を縮減するように働き，20 年度と 21 年度には将
来世代への負担の拡大要因となり，22 年度には
再び将来世代への負担の縮減に影響を与えていた
ことがわかる。
5.　お わ り に
　本稿では，まず，「国の財務書類」の現在まで
の取り組みと残された課題を整理した。本稿の考
察から，「国の財務書類」の作成，公表にあたっ
ては，財務情報に対する説明，公表時期と政策過
程とのタイムラグ，政策との関係性といった問題
点が指摘されてきたなかで，様々な対策がとられ
ているところではあるが，従来の財政情報に馴染
んでいる関係者への説明が未だ不十分であること，
公表時期は早められてきてはいるものの予算編成
時に前年度の財務情報を利用することは困難であ
ること，さらに，政策評価体系における事業レベ
ルの財務情報がないために政策の立案に資するよ
うな活用には限界があることなどが分かった。
　また，「国の財務書類」から読み取れる財務情
報の意味を考察するために，「フロー概念の財政
収支」という考え方を用いて資産・負債差額の
「債務超過」に対する影響度の分析を行った。資
産・負債差額と「フロー概念の財政収支」を時系
列データによって分析し，フロー概念の財政運営
による将来世代の負担への影響を考察したところ，
15 年度から 19 年度までは，フロー概念での財政
運営は将来世代の負担を縮減させる影響を与えて
いたことが明らかとなった。
　「国の財務書類」は，その目的として，①議会
による財政活動の民主的統制，②財政状況等に関
する情報開示と説明責任の履行，③財政活動効率
化・適正化の「財務情報」の提供が示されている
が，それらの目的が十分に果たせていない背景に
は，本稿の分析によって明らかになったような課
題がある。
　「国の財務書類」に期待されている効果を見出
すためには，今後も「国の財務書類」から明らか
となる政府の財務情報をどう読み取るべきかとい
う議論を重ねていく必要がある。
【注】
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4） 厚生労働省（2014）p.1。
5） 地方自治体の出納整理期間は翌年度 5月末までであるが，
国においては，翌年度 4月末までに収入支出の現金の出納，
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